必要書類等（競争参加資格確認申請書提出時）
	必要書類
	備考

	①
	実績証明の説明書
	記載例を参考に作成し、必ず提出すること。

	②
	紙入札承諾願（別紙様式１）
	紙入札の場合のみ提出。

	③
	競争参加資格確認申請書（別紙様式２）
	紙入札の場合。
原則として電子入札システムにより申請。

	④
	同種工事の施工実績（別紙様式２・別紙１）
	必要書類を添付。

	⑤
	工事成績（別紙様式２・別紙２）
	工事成績評定の通知書の写しを年度毎に整理して添付。

	⑥
	配置予定技術者の資格及び同種工事の施工経験（別紙様式２・別紙３）
	必要書類を添付。

	⑦
	事故及び不誠実な行為、地理的条件（別紙様式２・別紙４）
	必要書類を添付。

	⑧
	納税証明書(国税通則法施行規則別紙第８号書式その３又はその３の３の未納の税額がないことの証明)
	発行後３ヶ月以内の直近１事業年度のもの。写し可。


※各様式の注意書き等に示している「事実を証明できる書類の添付」を求められているものについては必ず添付すること。
※紙入札の場合は、必ず電子媒体で保存したものを併せて提出すること。
実績証明の説明書（記載例）
本工事につきまして弊社は下記のとおり貴大学が求めている実績をすべて書面にて証明できることを説明いたします。
＜＜貴大学の求めている実績＞＞

貴大学が求めている実績は上記より下記の８項目について証明することが必要と考えます。
１．平成１２年度以降の実績であること
２．元請であること
３．引き渡しが完了している工事であること
４．教育・研究施設、病院施設又は行政施設（宿舎を除く。）
の電気設備工事であること
５．共同企業体であれば出資比率２０％以上
＜＜弊社が貴大学の実績を証明できる理由＞＞
　弊社が提出した競争参加資格申請書の証明する書面等の下段に頁を打っており全て１２枚あります（競争参加資格申請書、同種工事の施工実績、工事成績、成績表の写しは正式な提出書面なので、頁数は打ち込んでおりません。）ので頁１２まで通し番号を打っておりますので、ご確認ください。
それでは弊社が貴大学の実績を証明できる理由を述べさせていただきます。まずＣＯＲＩＮＳの写し（頁２枚目）に工事名、工事期間、発注者が明記してありますので、これにより上記１.２.３.が証明できます（太線で囲っております。）。また本工事はＪＶであり、弊社は３５％の出資であったことをＣＯＲＩＮＳの（頁１０枚目）にて確認できる（該当箇所は太線で囲っています。）ので４.について証明できます。
またＣＯＲＩＮＳ（頁７枚目）に学校である旨の表示（太線で囲っています。）がありますので、教育文化施設（ＣＯＲＩＮＳ　Ｎｏ.１０の学校に該当）であり６.を証明できます。
　弊社からの証明は以上ですべてでございます。これにより弊社は貴大学が求める実績をすべて書面にて証明できると考えておりますが、貴大学担当者様がまだ証明が足りないと考えるのであれば、ご指摘をいただければ早急に証明をさせていただきます。また証明内容に疑義がありましたら本社担当者○○○○が説明いたしますので、審査期間中は随時ご連絡頂ければ誠意をもってお答えいたします。
本証明責任者（問い合わせ先）
○○建設株式会社　担当　○○○○　㊞
連絡先：０５５-○○○－○○○○）
携　帯：０９０-○○○○-○○○○
※本学より証明書の確認をする際に上記の本証明責任者と異なる方が電話等の対応をする場合は、その方の名前、連絡先、携帯番号等も記載してください。
（記載例）
本実績説明者（疑義等がある際には連絡）
担当者名　○○○○
連絡先：０５５-○○○－○○○○）
携　帯：０９０-○○○○-○○○○
別紙様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
紙入札方式参加承諾願
１．工　事　名　　山梨大学（武田１）Ａ２号館等講義室改修電気設備工事
２．電子入札システムでの参加ができない理由（必須）
　上記工事は、電子入札対象案件でありますが、今回は当社においては上記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、今回に限り紙入札方式での参加を希望いたします。
国立大学法人山梨大学長　　　殿
平成　　年　　月　　日
住　　所
法人名等
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
別紙様式２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書
平成　　年　　月　　日
　国立大学法人山梨大学長　　　殿　
住　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
平成２７年１１月１３日付けで公告のありました　山梨大学（武田１）Ａ２号館等講義室改修電気設備工事　に係る競争参加資格について、競争参加資格を確認されたく、下記の書類を添付し申請します。
なお、以下の１から６について誓約します。
１．国立大学法人山梨大学契約規程第２条及び第３条の規定に該当しない者であること。
２．会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く。）でないこと。
３．入札説明書に記載する本工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。
４．資本関係又は人的関係がある者が当該入札に参加しようとしていないこと。
５．落札した場合、書面に記載した配置予定の技術者を当該工事の現場に配置すること。
６．申請書等提出書類の内容については事実と相違ないこと。
記
１．入札説明書　記８（２）①から⑤に定める内容を記載した書面
２．上記を証明する契約書、ＣＯＲＩＮＳ、施工図面、資格者証等の写し

別紙様式２・別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
同種工事の施工実績
【山梨大学（武田１）Ａ２号館等講義室改修電気設備工事】
会社名：　　　　　　　　　　　　　　
	同種工事の判断基準
	平成１２年度以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、教育・研究施設、病院施設又は行政施設（宿舎を除く。）の電気設備工事を施工した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20%以上のものに限る。）。

	工事名称等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　円

	
	工　　　期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	工事概要
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	延べ床面積　　　　　㎡

	
	工事内容※
	

	CORINS登録の有無
	有（CORINS登録番号　　　　　　　　　　　　）・　無


※「工事内容」欄には、同種工事の判断基準である、本学が提示している条件を満たす内容を記載すること。
注　同種工事の施工実績については、平成１２年度以降かつ申請書及び資料の提出期限の日までに工事が完成・引渡しが完了しているものに限り記載すること。
また、併せて工事の施工実績として記載した工事に係る契約書（財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サービス（CORINS）」に竣工登録されている場合は、CORINS の記載部分の写し）及び記載した工事の内容が判断できる平面図等の資料の写しを提出すること。
別紙様式２・別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
工事成績
【山梨大学（武田１）Ａ２号館等講義室改修電気設備工事】
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　
ｉ）工事成績の平均点
以下の様式に従い電気工事の工事成績について、工事成績評定の完成日を基準として、年度毎に平均点を算出する。
	発注機関　工事成績相互利用登録発注機関　
	平成２５年度
	平成２６年度

	ａ：各年度の工事件数
	ａ１＝
	ａ２＝

	ｂ：各年度の工事成績の合計点数
	ｂ１＝
	ｂ２＝

	ｘ：各年度の平均点　ｘ＝ｂ／ａ
	ｘ１＝
	ｘ２＝

	ｙ：過去２年間の平均点　ｙ＝（ｂ１＋ｂ２）／（ａ１＋ａ２）
	ｙ＝


注１　工事成績相互利用登録発注機関発注工事の実績がない場合はその旨を記入の上提出すること。
注２　各年度の平均点及び過去２年間の平均点の算出にあたっては､小数点第２位を四捨五入する。
注３　工事成績評定通知書の写しを年度毎に整理して添付すること。
注４　工事成績相互利用登録機関は入札説明書別表２のとおりである。
注５　工事成績の基準日は、工事の完成日とする。
ⅱ）工事の品質に関わる重大な問題の有無
　　以下の様式に従い、文部科学省、所管独立行政法人及び国立大学法人等に、平成２５年度以降に完成・引渡しを行った工事目的物で、引渡し後に、工事の品質に係る重大な問題が発生した事例についての有無を記載すること。また、判断できない事例がある場合は、有・無欄は選択せず、その事例を具体的かつ簡潔に記載すること。
	重大な問題が発生した事例
	有　・　無


○事例
	工事名
	
	発注者
	

	完成年月日
	
	引渡年月日
	

	具体的な内容（発生時期、発生場所、内容、原因、対応状況等）


注1　「重大な問題」とは、以下のア）～エ）に記載する事項である。
　　ア）重大な人身被害を生じた事故がある場合
　　イ）重大な人身被害を生ずる蓋然性の高い物的事故が発生したことがある場合
　　ウ）ア）又はイ）の事故を生ずる蓋然性の高い工事目的物の欠陥が発見された場合
　　エ）上記の他、安全性に係る不具合が数ヶ月にわたり改善されず繰り返された場合
注２　「所管独立行政法人及び国立大学法人等」とは、入札説明書の別表１に記載する機関をいう。

別紙様式２・別紙３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
配置予定技術者の資格、同種工事の施工経験及び工事成績
【山梨大学（武田１）Ａ２号館等講義室改修電気設備工事】
会社名：　　　　　　　　　　　　　　
	従事役職・氏名
	主任（監理）技術者　　○○　○○

	法令による資格・免許
	(例) ２級電気工事施工管理技士（取得年・登録番号）
　　

	同種工事の判断基準
	平成１２年度以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、教育・研究施設、病院施設又は行政施設（宿舎を除く。）の電気設備工事を施工した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20%以上のものに限る。）。

	工事経験の概要
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	　　　　　　　　 円

	
	工　　　期
	平成　 年　 月　 日 ～ 平成　 年　 月　 日

	
	受注形態
	単体　／　共同企業体（出資比率　　％）

	
	従事役職
	現場代理人／監理技術者／主任技術者／担当技術者

	
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建物規模
	延べ床面積　　　　㎡

	
	工事内容
	

	
	工事成績
	　　　　　　　　（点）

	
	CORINSへの登録
	有（CORINS登録番号　　　　　　　　　　）・ 無

	申請時における他工事の従事状況等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工　　　期
	平成　 年　 月　 日 ～ 平成　 年　 月　 日

	
	従事役職
	現場代理人／監理技術者／主任技術者／担当技術者

	
	本工事と重複する場合の対応措置
	例）本工事に着手する前の○月○日から後片付け開始予定のため本工事に従事可能。


注１　法令による資格・免許については、それを有することが確認できる免許等の写しを添付すること。

注２　配置予定技術者の同種工事の経験については、平成１２年度以降かつ申請書及び資料の提出期限の日までに工事が完成・引渡しが完了しているものに限り記載すること。
また、併せて工事の施工経験として記載した工事に係る契約書及び当該技術者が従事したことを判断できる資料（財団法人日本建築情報総合センターの「工事実績情報サービス（CORINS）」に竣工登録されている場合は、CORINSの記載部分の写し）及び記載した工事の内容が判断できる平面図等の資料の写しを提出すること。
注３　工事成績については、同種の施工経験として挙げた工事で、配置予定技術者が主任（監理）技術者として従事した、平成２５年度及び２６年度に完成した工事成績を記載し、工事成績評定の通知書の写しを添付すること。なお、工事成績相互利用登録発注機関発注工事の実績がない場合はその旨を記入すること。
注４　申請時における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について、本工事を落札した場合の技術者の配置予定等を記入すること。
別紙様式２・別紙４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
【山梨大学（武田１）Ａ２号館等講義室改修電気設備工事】
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
事故及び不誠実な行為
１.営業停止
	山梨県を区域に含む営業停止措置のうち、平成２７年６月１６日以降に期間が終了したものを全て記載すること。

	措置を行った機関
	営業停止の期間

	（記載例）
国土交通省関東地方整備局
	（記載例）
平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日（　ヶ月）


２.指名停止
	関東・甲信越地区を区域に含む文部科学省から受けた指名停止措置のうち、平成２７年６月１６日以降に期間が終了したものを全て記載すること。

	指名停止の期間

	（記載例）
平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日（　ヶ月）


注） 営業停止及び指名停止の通知の写しを添付すること。

地理的条件（緊急時の施工体制）
	当該工事現場まで１時間以内で到達できる技術者・資機材等の拠点あり。
	有　　　　･　　　　無

	拠点の住所
	


注１）有・無のいずれかに○をつけること。有に○をつけた場合は、拠点の住所を記載すること。
注２）有に○をつけた場合は、拠点の住所から当該工事現場までの距離数と車での移動時間数を記載した地図を添付すること。
平成１２年度以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、教育・研究施設、病院施設又は行政施設（宿舎を除く。）の電気設備工事（以下、「同種工事」という。）（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20%以上のものに限る。）。





（これは、あくまで記載例です。）





注）なお、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金を加えた所定の料金（３９２円）の切手を貼った長３封筒を申請書とあわせて提出してください。ただし、電子入札システムで申請を行った場合は、返信用封筒の提出は不要です。











